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観測・通信衛星システムの将来像を示す。観測衛星の高精細化と即時性向上のためには，直接伝送回線，衛星間回線，データ中継回線の高速
化に加え，マルチビーム化された高速通信衛星システムを観測衛星システムに適用することで観測衛星機数の増大に対応した準リアルタイムな
観測・通信融合システムの構築が期待される。
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地球規模の気象変化を高精細かつ高頻度に観測すること
は，自然災害が生活に与えるリスクを低減するうえで重要
である。また，近年は宇宙分野の技術革新と地上との情報
通信技術の融合によって，複数の情報を地理空間上にマッ
ピングして新たな情報を得る新規ビジネスの創出が期待さ
れている。

近年，準リアルタイム観測の実現に向けて，高精度な光
学センサや合成開口レーダを備えた複数の衛星で所望の地
域を高頻度に観測する観測衛星コンスタレーションが期待
されている。このようなシステムは観測データを迅速に地
球局へ伝送する高速データリンクが要求される。さらに，

自然災害等を想定した場合は被災地周辺に集中して通信・
観測需要が高まることが想定されるため，地理的な通信需
要の局所集中に対応したデータリンクの確立が重要となる。

これらの課題を解決するために観測衛星向け技術では，
衛星―地球局及び衛星―衛星間のデータ伝送方法をお互い
の位置関係やデータ滞留量に応じて適応的に制御すること
で，衛星のネットワーク全体での伝送容量の最適化を図る。
通信衛星向け技術では，衛星上で周波数と経路を変更可能
なチャネライザを活用することで，通信需要に応じた帯域
割当てを可能にする。さらに将来像として観測と通信の融
合が考えられる。
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1．ま　え　が　き

宇宙空間を利用した観測・通信システムは，災害時での
迅速な状況把握と対処へ寄与することに加え，情報通信技
術との融合による新規ビジネスの創出が期待されている。

本稿ではこのシステムの将来像を概観するとともに，こ
のシステムで必要となる衛星通信の大容量化技術を示す。

2．観測衛星の動向と将来技術

2. 1　動　　向

近年，観測衛星に光学センサや合成開口レーダによる高
精度なセンサを備え，また大量の観測データを蓄積する大
容量記憶域を搭載する傾向にある（1）。さらに，低軌道を周
回する複数の観測衛星から構成される観測衛星コンスタ
レーションが準リアルタイム観測の実現に向けて期待され
ている。このようなシステムは観測データを迅速に地球局
へ伝送する高速データリンクが要求される。

観測衛星のデータリンクは静止軌道に配置されるデータ
中継衛星を経由する手段と，低軌道上の観測衛星から地球
局へ直接伝送する手段がある。少なくとも３機以上のデータ
中継衛星があれば観測衛星は地球上のいかなる場所でも地
球局との通信を確立できる。一方，直接伝送回線は静止軌道
と比較して距離減衰が小さいことから高速伝送が可能である。

直接伝送では従来X帯（８GHz帯）が広く用いられ，
800Mbpsの伝送が実現されているが，伝送速度の更なる
向上に対しては帯域幅が制約となる。そのためX帯と比較
して４倍の帯域幅（1.5GHz）を持つKa帯（26GHz帯）の利用
が検討されている。さらに帯域幅３GHzを利用可能なQ帯

（39GHz帯）を用いることで伝送速度の向上が期待できる。
2. 2　将　来　技　術

Ka帯やQ帯などの高い周波数帯を用いることでアンテ
ナ利得と利用可能帯域幅が増加するため，観測衛星から地
球局へのデータ伝送速度の向上が可能になる。一方で降雨
減衰などの大気による減衰も増加し，特に低仰角時は大
気通過距離が長いため影響が大きい。この問題に対して
は伝播（でんぱ）路状態すなわち受信SNR（Signal to Noise 
power Ratio）に応じて所望の誤り率を満たす変調方式と
符号化率を選択する適応変調技術に加え，使用する搬送波
数を増減させるマルチキャリア・マルチモード伝送方式が
有効である（2）。図１に示すように，この方式は複数の変調
方式及び伝送モード（周波数多重モード，電力合成モード）
を切替え可能である。電力合成モード時は，モード切替え
型変調器が各変調出力の位相を制御して信号合成を行うの
で送信電力が大きくなる。それによって降雨減衰を補償する。

また複数の地球局を利用するサイトダイバーシチ技術は
降雨時での高稼働率化の観点で有効である。しかしX帯か
らKa帯やQ帯へ移行する場合は高周波化に伴い衛星送信

ビームが狭域になるため，受信SNRが観測衛星と地球局
との位置関係に応じて変動するという課題がある。またQ帯
は観測衛星が二次利用者として割り当てられているため，
地上無線システムなどの一次利用者への干渉を規定値未満
にしなければならないという課題がある。

これらの課題に対しては，観測衛星システムの受信
SNR改善と地上無線システムへの与干渉を規定値未満に
抑えるように適応的に観測衛星の送信ビームを制御する
手法が有効である（3）。この方式の動作を図２を用いて述べ
る。はじめに，⒜に示すように観測衛星はサイトダイバー
シチと単局受信を動的に切り替えるように送信アンテナの
指向方向を変更する。次に⒝に示すように送信アンテナの
パターンを楕円（だえん）アンテナのように非対称にして受
信SNRが最大化するようにアンテナの回転角を変更する。
最後に⒞に示すように，地上無線システムと地球局が隣接
する場合は与干渉を低減するように地球局を選択する。な
お，地球局と地上無線システムが近接している場合は，稼
働率又はSNR低下量のどちらかを優先的に改善するよう
に重み係数を用いてビーム照射位置を制御する。これに
よって，図３に示すように地上無線システムの稼働率向上
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図１．マルチキャリア・マルチモード伝送
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図２．ビーム制御方式の動作
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と観測衛星システムのSNR低下抑制を両立させている。
また，地球局との通信可能時間は衛星と地球局との可視

範囲に限定されるため，観測データを通信可能時間内に伝
送できず送信待ち時間が発生する可能性がある。衛星ネッ
トワークに関する研究の多くは通信衛星を対象としている
が，通信衛星が地球全域をほぼカバーするのに対して観測
衛星のように可視時間が限定された条件は考慮されていな
い。また，観測衛星は一度に数百Gbitの観測データを生
成することから，先行研究で広く用いられる蓄積交換型の
ようにキュー内滞留遅延が増大する方式を用いずに中継す
ることが望ましい。

したがって観測衛星コンスタレーションで送信機会当た
りのデータ伝送確率を向上させる図４に示すようなマルチ
キャリア・マルチホップ伝送方式が有効である（4）。この方
式の衛星ではチャネライザと複数の送信機を持つ。送信機
は回線品質に応じて符号化変調し，チャネライザは送信機
から入力される信号をサブチャネルに分波し，スイッチで
自身の信号とほかの衛星からの信号を衛星間リンク又は直
接伝送回線へ送信するように合波する。図５にこの方式で

の送信例を示す。制御局は地球局と通信可能な衛星それぞ
れについて送信可能容量を算出する。その後，観測衛星が
保持する全てのデータを送信するための複数の地球局を選
択するとともに，それらの地球局へ伝送するための衛星間
通信の経路を決定する（ルーティング情報）。その結果，図６

に示すように１経路で地球局へデータを伝送する場合と比
較して，最大４経路を用いることで単一の送信機会で全観
測データを伝送する確率を向上させることができる。

3．通信衛星の動向と将来技術

3. 1　動　　向

通信衛星は衛星１機当たりのビットコストを低減するた
め，複数の狭域ビームで周波数を再利用することによって
中継容量を増大させるHTS（High Throughput Satellite）
が実用化されている（5）。

図７にHTSのシステム構成例を示す。各端末は衛星が
照射する複数のビームに在圏し，衛星を介してゲートウェ
イと通信する。現在実用化されているHTSは数十ビーム
でカバレッジエリアを覆い，システム全体で100Gbps級
の通信容量を実現している。周波数プランはユーザーリン
クを２周波数と２偏波の４色繰り返しで構成する。しかし，
多数のビームでカバレッジエリアを覆う場合はフィーダリ
ンクの周波数が枯渇するため，ゲートウェイを地理的に離
れた場所に複数配置してフィーダリンクの周波数を再利用
することでユーザーリンクのビーム数を増大させる。
3. 2　将　来　技　術

現在，多くのHTSは各ビームの周波数とビーム間接続
が固定なベントパイプ型の中継器であるのに対し，衛星打
ち上げ後の柔軟な周波数割当てを実現する手段としてデジ
タルチャネライザが有効である。衛星搭載デバイスの高速
化に伴いKa帯など広帯域なシステムへの適用が期待されて
おり，三菱電機はビーム当たり最大640MHzを処理する分
波／合波回路を含むデジタルチャネライザを開発している（6）。

図８にデジタルチャネライザの構成を示す。デジタル
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チャネライザは衛星上で受信した信号を複数の周波数帯域
に分波した後に各分波信号を送信先ビームへスイッチし，
再度合波して中継するものであり，特定のビームで通信需
要が増加した場合は隣接する周辺ビームに割り当てていた
周波数を再割当てすることで，通信需要が増加したビーム
へ周波数を集中的に割り当てることが可能となる。

ここで，デジタルチャネライザを用いて特定のビームへ
周波数を集中させる場合にはユーザーリンクに割り当て
られている帯域幅の範囲内で行うことになるが，Ka帯は
ユーザーリンクとフィーダリンクに割り当てられる周波数
帯が連続していることから，図９に示すようにユーザーリ
ンクとフィーダリンクの帯域比率を変更することでユー
ザーリンク帯域幅を大幅に拡大することが可能である（7）。
この方式によって，特定のビームへトラフィックが集中し
た際に周波数を集中割当てすべきビームとの干渉が少ない
ゲートウェイを選択することで，フィーダリンクとユーザー
リンクを同一周波数で繰り返して割り当てることが可能にな
り，図10に示すように伝送容量を増大させることができる。

4．観測・通信の融合

自然災害が生活に与えるリスクを低減するためには迅速
な状況把握と対処が重要になる。状況把握の観点でリアル
タイム観測システムの構築は有用であり，前章までに示し
た低遅延伝送を実現する衛星間伝送に加えてHTSを用い

たハイブリッドネットワークが有効である。観測衛星シス
テムと衛星通信システムは，いずれも高速化・即時性・多
ユーザー収容といった共通的なニーズが存在し，これらを
実現する手段としてKa帯利用による広帯域伝送，マルチ
ビーム化による周波数利用効率の向上，デジタルプロセッ
サによるフレキシビリティの向上といったソリューション
が考えられる。よって，両システムはネットワーク構成か
らコンポーネント単体まで類似性を持つことから，今後
は統合ネットワークによる観測・通信の融合システムが構
築される可能性を秘めている。ただし，これらサービスは
単一システムでは実現できず，各々のユーザーに応じたス
ケーラブルかつフレキシブルなシステム構築が重要になる。

5．む　す　び

安心・安全を支える観測・通信衛星の動向を示すととも
に，将来技術として衛星から地球局へのデータ伝送方法及
び衛星間データ伝送方法を互いの位置関係やデータ滞留量
に応じて適応的に制御し，伝送容量を向上させる手法を述
べた。また，観測衛星と通信衛星の技術的類似性を明らか
にし，両者の融合サービスに対する期待を示した。
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